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※港湾運送・建設・警備業務等への派遣禁止

労働者派遣の流れ

派

遣

労

働

者

派遣元 派遣先

インターネットでの

マージン率等の情報提供(p.26)

抵触日通知(p.4)

労働者派遣契約（個別契約）の締結(p.14～)

待遇・教育訓練計画の説明(p.17)

労働条件・派遣料金

就業条件の明示(p.20～)

雇入時・派遣時の明示(p.18～19)

労働契約の締結

派遣先への通知(p.24)

派 遣 就 業 の 開 始

雇用管理 派遣元管理台帳の作成(p.22)

就 業 管 理

派遣元への就業実績通知(p.25)

派遣先管理台帳の作成 (p.23)

公正な待遇の確保

待遇に関する情報提供(p.10～13）

適切な事業運営

【派遣先均等均衡方式の場合】

比較対象者の情報提供(p.10～12)

【労使協定方式の場合】

一部情報提供が必要(p.13)
・業務の遂行に必要な能力を付与するための教育訓練の実施

・福利厚生施設（食堂・休憩室・更衣室）の利用機会の付与 等

派 遣 就 業 の 終 了

連絡調整（適正な派遣就業の確保）
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意見聴取

　派遣先は、3年を超えて派遣を受け入れようとするときは、必ず過半数労働組合等から

の意見聴取を実施しなければなりません。

　※意見聴取は、派遣先の事業所で受け入れているすべての労働者派遣が対象となるため

意見聴取を行うことで、原則としてすべての労働者派遣の派遣可能期間が一律に延長に

なります。

過半数労働組合と過半数代表者について

過半数労働組合

　派遣先の事業所に、労働者の過半数で組織する労働組合（過半数労働組合）がある

場合は、その労働組合が意見を聴く相手となります。

　※例えば、労働組合が支店ごとではなく、企業全体で組織されている場合などであって

も、事業所の労働者の過半数が加入している労働組合が、意見を聴く相手となります。

過半数代表者

　派遣先の事業所に過半数労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者（過半

数代表者）が意見を聴く相手となります。

 (※派遣労働者の過半数ではなく、事業所の労働者全体の過半数であることに注意）

過半数代表者は次の両方を満たす必要があります。

※過半数代表者が使用者による指名であるなど民主的な方法によって選出

されたものではない場合は、事実上意見聴取が行われていないものと同視して

労働契約申込みみなし制度の対象となります。

・労働基準法第41条第2号の「監督又は管理の地位にある者」でないこと

・投票、挙手等の民主的な方法によって選出された者であること

派遣先事業所単位の派遣可能期間を延長する場合の意見聴取の流れ

過半数労働組合

過半数代表者

派遣先

派遣元

意見聴取(p.6)

意見書

(p.7)

2年11ヶ月 3年 抵触日

派遣可能期間の延長

（3年以内）

書面通知・データ提供

異議があった場合

対応方針等の説明

抵触日の

変更通知(p.9)

事業所の労働者へ周知

(p.8)

抵触日から3年間保存

派遣先作成

派遣開始
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 派遣元管理台帳 

 

派遣労働者氏名 ○○ ○○   60 歳以上か否かの別 □ 60 歳以上 □ 60 歳未満 

無期雇用派遣労働者か 

有期雇用派遣労働者かの別 

□無期雇用派遣労働者     

□有期雇用派遣労働者（令和○年○月○日～令和○年○月○日） 

協定対象派遣労働者 

であるか否かの別 

□協定対象派遣労働者   （労使協定方式） 

□協定対象派遣労働者でない（派遣先均等・均衡方式） 

派 遣 先 名 称 □□□□株式会社 

派遣先事業所名称 □□□□株式会社  ○○支店 

派遣先事業所所在地 

その他派遣就業場所 

組 織 単 位 

〒XXX-XXXX   

○○県○○市○○町○○番地○ ○ビル２階  電話番号：086-***-**** 

○○○部○○○課 

業務の種類 ＯＡ機器の操作によるプレゼンテーション用資料、業績管理資料、会議資料等の作成業務 

責任の程度 

□付与される権限なし 

☑付与される権限あり：副リーダー 

（部下 2 名、リーダー不在の間における緊急対応が週 1 回程度有り） 

派遣先責任者 

（製造業務専門派遣先責任者） 

○○課○○係長 ◎◎ ◎◎     電話番号：○○○○ 内線○○ 

（製造業務の場合：製造業務専門派遣先責任者を選任すること） 

派遣元責任者 

（製造業務専門派遣元責任者） 

△△課△△係長 ◇◇ ◇◇     電話番号：△△△△ 内線△△ 

（製造業務の場合：製造業務専門派遣元責任者を選任すること） 

派遣就業の期間 

就業日、就業時間 

及び休憩時間 

令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

土、日を除く毎日 9:00～18:00  <休憩>12 時～13 時までの間 60 分 

できる限り就業日を特定する必要があり、年末年始や盆の期間における就業日についても特定すること。 

また、派遣先のカレンダーに基づく場合には、派遣先のカレンダーを添付すること。 

勤務シフトが複数ある場合、就業日ごとに就業時間・休憩時間の特定が必要であること。 

就 業 状 況 
○月○日（月）2 時間の就業時間外の労働 

○月○日（水）風邪により欠勤  

時間外労働 

及び休日労働 

時間外  有 1 日○時間  月○○時間 年○○時間 

休日労働 有 月○日  ○時～○時 

派遣労働者からの 

苦情の処理状況 

（申出を受けた日） （苦情内容、処理状況） 

△月△日（火） 

派遣先において社員食堂の利用に関して便宜が図られていないとの苦情あり。同日、派遣

先責任者に法の趣旨を説明し、以後、派遣先の他の労働者と同様に派遣先の施設が利用でき

るよう申入れを行い、同日、改善が図られたもの。また、派遣労働者にその旨通知した。 

雇 用 保 険 

健 康 保 険 

厚生年金保険 

有 

無（現在準備中、今月○日には届出予定） 

無（現在準備中、今月○日には届出予定） 

教育訓練の日時及び内容 
令和○年○月○日 15：00～17：00  

入職時の基本研修実施（エクセル、パワーポイントによるデモ資料作成等） 

キャリアコンサルティング

実施日及び内容 

令和○年○月○日 キャリアコンサルタントによる能力の棚卸しの実施 

令和○年○月○日 前回の能力の棚卸しに基づく今後のキャリアパスについての相談 

希望する雇用安定措置の内容 令和○年○月○日 派遣先への直接雇用の依頼を希望（雇用形態：正社員） 

雇用安定措置の内容 
 

① 派遣先への直接雇用の依頼 

依頼日時、方法      令和○年○月○日 文書により依頼。 

派遣先の回答日時、内容  令和○年○月○日 受入可（雇用形態：正社員） 

② 他の派遣先の紹介 省略 

③ 期間を定めない雇用の機会の確保 省略 

④ その他 省略  

そ の 他 紹介予定派遣に係る派遣労働者については、紹介予定派遣に関する事項 

派遣元管理台帳【派遣法第 37条第 1項】 

手続き終了後、「有」に書き換えること 

別添タイムシート等で管理する場合はその旨記載すること 

派遣元作成 【法第 37 条第 2項】 

労働者派遣の終了の日か

ら起算して３年間保存 

当該雇用安定措置を講じるにあたって、あらかじめ 

派遣労働者からの希望する措置の内容について 

聴取し、その内容をこの台帳に記載すること。 
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派遣先への通知 

令和○年○月○日 
（派遣先） 

 □□□□株式会社 御中 
（派遣元）       

△△△△株式会社 
労働者派遣契約に基づき、次の労働者を派遣します。 

派遣労働者氏名 ○○ ○○         性  別 □男   □女 

年    齢 □18歳未満（  ）歳 □45歳以上 60歳未満 □60歳以上 □いずれも該当せず 

無期雇用か 

有期雇用かの別 
□無期雇用派遣労働者   □有期雇用派遣労働者（○か月契約） 

協定対象派遣労働者

であるか否かの別 

□協定対象派遣労働者（労使協定方式） 

□協定対象派遣労働者ではない（派遣先均等・均衡方式） 

雇 用 保 険 

□有   □無 

無の場合はその理由を記載 

（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、今月○日には届出予定） 

※手続きが完了したら再度完了した旨通知すること。 

 

 

 

健 康 保 険 
□有   □無 

無の場合はその理由を記載（                        ） 

厚生年金保険 
□有   □無 

無の場合はその理由を記載（                        ） 

各種保険の被保

険者資格取得届

の確認資料 

確認書類（別添、被保険者証の写し等のとおり） 

※被保険者証の写し等の加入させていることが分かる資料を派遣先に提示又は送付すること。 

 

 

 

 

 

※健康保険の場合は、以下のいずれかを派遣先に提示。 

 ただし、健康保険の保険者番号及び被保険者等記号・番号は黒塗りすること。 

 ①マイナポータル上の医療保険資格情報を保存したもの 

 ②資格確認書の写し 

 ③資格情報のお知らせの写し 

 ④健康保険の加入者の氏名・保険者名・資格取得年月日の情報等の加入させていることがわかる資料 

  （例）氏名：〇〇 〇〇 

     保険者名：全国健康保険協会〇〇支部 

     資格取得年月日：〇年〇月〇日 

派遣先への通知【派遣法第 35条第 1項】 
通知をした後に当該事項に

変更があったときは、速やかに

派遣先に通知すること。 
派遣元作成 

（注）労働・社会保険の取得届の提出が「無」の場合、具体的な理由を記載すること。 

【1 週間の所定労働時間が 15 時間のため】 

【健康保険及び厚生年金については、1 週間の所定労働時間が、通常の労働者の 4 分の 3 未満のため未加入】 

派遣先は、受入れる派遣労働者について、

社会・労働保険の加入が適切に行われて 

いることを確認する必要があります。 

（注）被保険者証の写し等の提示は労働者本人の同意を得ることが原則。 

     同意が得られない場合は、生年月日、年齢等を黒塗りするとともに確認後は派遣元に返却するよう

派遣先に依頼する等個人情報の保護に配慮すること。 

     確認書類は、各種資格取得届の事業主控えの写しでも可。 

      派遣契約の更新等で、派遣先への通知内容に変更がない場合は、改めての提示は不要。 

 

添付文書やメール本文
で提示することも可能 

- 24 -



 

 

就業実績通知 

派遣元事業主 御中 

                                  派遣先事業主  

【派遣労働者氏名】        【従事した業務の種類（内容）】 

○○ ○○             営業課内における事務の補助、電話対応、郵便の仕分・発送 

                  【派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度】                   

                   副リーダー（部下 2名、リーダー不在の間における緊急対応が週 1回程度有） 

【派遣就業した場所】 

（名称）□□□□株式会社  （所在地）岡山県○○市○○町○○   （組織単位）○○部○○課    

令和○年○月分     

日付 曜日 開始時間 終了時間 休憩時間 備    考 

１ 土     

２ 日     

３ 月 ８：３０ １７：１５ ６０分  

４ 火 ８：３０ １７：１５ ６０分  

５ 水 ８：３０ １７：１５ ６０分  

６ 木 ８：３０ １７：１５ ６０分  

７ 金 ８：３０ １７：１５ ６０分  

８ 土     

９ 日     

１０ 月 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１１ 火 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１２ 水 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１３ 木 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１４ 金 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１５ 土     

１６ 日     

１７ 月 ８：３０ １７：１５ ６０分  

１８ 火 ８：３０ １５：１５ ６０分 １５：１５退社 

１９ 水 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２０ 木 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２１ 金 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２２ 土      

２３ 日     

２４ 月 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２５ 火 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２６ 水    風邪により欠勤 

２７ 木 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２８ 金 ８：３０ １７：１５ ６０分  

２９ 土     

３０ 日     

派遣元への就業実績通知【法第 42条第 3項】 

派遣先作成 

【記載事項】 

１ 派遣労働者の氏名 

２ 派遣就業をした日、 

始業及び終業した時刻並びに休憩した時間 

３ 従事した業務の種類（できる限り詳細に記載すること） 

４ 派遣労働者が従事した業務に伴う責任の程度 

５ 派遣労働者が労働者派遣に係る労働に従事した事業所の名称 

及び所在地その他派遣就業をした場所並びに組織単位 

〔通知方法〕 1 か月ごとに 1 回以上 

① 書面の交付 

② ファクシミリによる送信 

③ 電子メール等による送信 

派遣先事業所と実際に派遣就業する場所

が違う場合は、具体的な派遣就業場所も

あわせて明記する必要があります。 

派遣先・派遣元管理台帳と

して労働者派遣の終了の日

から起算して３年間保存 
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○労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を定める告示
（昭和六十一年四月十七日 労働省告示第三十七号）

（改正 平成二十四年九月二十七日 厚生労働省告示第五百十八号）

第一条 この基準は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律 （昭和六十年法律第八十八号。以下「法」という。）の施行に伴い、法の適正な運用を

確保するためには労働者派遣事業（法第二条第三号に規定する労働者派遣事業をいう。以下

同じ。）に該当するか否かの判断を的確に行う必要があることに鑑み、労働者派遣事業と請

負により行われる事業との区分を明らかにすることを目的とする。

第二条 請負の形式による契約により行う業務に自己の雇用する労働者を従事させることを業

として行う事業主であつても、当該事業主が当該業務の処理に関し次の各号のいずれにも該

当する場合を除き、労働者派遣事業を行う事業主とする。

一 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより自己の雇用する労働者の労働力を自

ら直接利用するものであること。

イ 次のいずれにも該当することにより業務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行

うものであること。

(1) 労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。

(2) 労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

ロ 次のいずれにも該当することにより労働時間等に関する指示その他の管理を自ら行

うものであること。

（1) 労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理

（これらの単なる把握を除く。）を自ら行うこと。

（2) 労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示

その他の管理（これらの場合における労働時間等の単なる把握を除く。）を自ら行う

こと。

ハ 次のいずれにも該当することにより企業における秩序の維持、確保等のための指示

その他の管理を自ら行うものであること。

(1) 労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行うこと。

(2) 労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。

二 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより請負契約により請け負つた業務を自

己の業務として当該契約の相手方から独立して処理するものであること。

イ 業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支弁する

こと。

ロ 業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのすべて

の責任を負うこと。

ハ 次のいずれかに該当するものであつて、単に肉体的な労働力を提供するものでない

こと。

(1) 自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材（業務上必要な簡易

な工具を除く。）又は材料若しくは資材により、業務を処理すること。

(2) 自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務を処理

すること。

第三条 前条各号のいずれにも該当する事業主であつても、それが法の規定に違反することを

免れるため故意に偽装されたものであつて、その事業の真の目的が法第二条第一号に規定す

る労働者派遣を業として行うことにあるときは、労働者派遣事業を行う事業主であることを

免れることができない。

26
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＜参考資料＞




＜岡山労働局HPより、派遣関係参考書式をダウンロードする方法＞

②岡山労働局ホームページより、派遣・パート・有期労働をクリック

②「労働者派遣のご案内（岡山労働局HP）」をクリック

③画面を下へスクロールし、「岡山労働局資料」にそれぞれ参考書式例一式、

　各種参考様式が掲載されています。

派遣事業関係参考書式

例のPDFを表示

各種個別帳票ダウン

ロード画面を表示




